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１．研究の内容 
平成 7年度から平成 11年度の間、日本道路公団では、「高速道路の交通容量に関する調査
検討委員会」（以下委員会）を設置し、全国の高速道路のシステムデータ（５分間集計値）

を用い、交通容量の分析や影響要因など、高速道路の単路部の交通容量に関する研究（以

下既存研究）が行なわれた。この研究の中で、渋滞発生確率という概念が導入され、それ

による渋滞発生確率曲線の提案、渋滞発生確率 0.05相当交通量を可能交通量とするという
提案がなされた。 
渋滞発生確率とは、渋滞発生時ごとに観測される交通量速度変動図から、渋滞発生時交

通量（速度が 40km/h以下に低下する直前の 15分間フローレート）を求め、交通量階層ご
とに渋滞発生割合（[階層別交通量での渋滞発生回数]／[階層別交通量の年間出現回数]）を
求めるものである。この概念は、車両感知器の５分間集計値であるシステムデータを使用

する前提であるが、15 分間交通量が同一レベルでも渋滞が発生する場合と発生しない場合
があり、また、高交通量が出現しても必ずしも渋滞は発生しないなど、渋滞発生特性を適

切に表わす手段として有効と考えられる。実際の交通運用面では、渋滞発生のしやすさを

交通量の関数で表した渋滞発生確率曲線は、ボトルネックの渋滞発生状況を数量化する手

法として、また、渋滞発生確率による交通量は、交通管理目標値として交通管理への適用

が期待できる。計画・設計面では、確率的に算出された交通容量という概念を導入するこ

とにより、合理的な計画・設計が可能になると考えられる。 
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そこで、本研究は、計画・設計面や交通運用面への渋滞発生確率の導入にあたり、渋滞発

生確率の概念を明確化し、実用化への提案を行うものである。 
渋滞発生確率概念の明確化とは、同一 15分間交通量でも渋滞が発生する場合や発生しな
い場合がある理由、渋滞発生時交通量がばらつく理由、また、高交通量が出現しても渋滞

発生確率は数十％程度以下である理由を明らかにすることである。 
また、渋滞発生確率の実用化とは、交通運用面では、渋滞発生時交通量と渋滞発生確率

曲線による交通管理や交通需要管理である。そのためには渋滞発生確率や渋滞発生確率曲

線の特性を把握する必要がある。また、計画・設計面では、渋滞発生確率を利用した交通

容量算出や設計法が考えられる。 
そこで本研究では、以下の内容について論じる。 
① 渋滞発生確率概念の明確化のため、その影響要因を明らかにし、同一 15分間交通量
でも渋滞が発生する場合や発生しない場合がある理由、渋滞発生時交通量がばらつく理

由などを明らかにする。 
② 渋滞発生確率曲線の形状分析から、渋滞発生確率と道路構造要因との関係を把握する。

そして、この分析を通じ渋滞発生確率曲線の有用性を検証する。 
③ 計画・設計面や交通運用面への渋滞発生確率概念の導入について考察する。それは、

渋滞発生確率により求められた交通量に基づく可能交通容量算出法の提案である。 
 

 
２．研究の目的と背景 
高速道路の交通集中渋滞(以下渋滞）対策として、料金所での ETC の設置、IC の改良、
ランプや付加車線改良が計画的に進められている。また、単路部での渋滞対策として、付

加車線設置などの対策がとられている。これらの渋滞のうち、料金所渋滞、IC、SA渋滞は、
ETCの普及や IC、付加車線改良により大幅に減少すると考えられるが、その結果、交通負
荷が本線におよび、サグ・トンネル渋滞が懸念される。また、サグの付加車線についても

利用率が低いなど、必ずしも最良の改善策とはなっていない。このようなことから、本線

単路部の容量問題が今以上に課題となると推測される。 
他方、渋滞、渋滞対策やそれを取り巻く環境に多くの課題が生じている。それらは 
① 地方部の渋滞や休日交通による渋滞への対応 
② 高速道路の料金多様化や情報提供の高度化による交通需要管理の可能性 
③ 建設・管理コスト削減への対応 
である。 
これらの理由から、今後は各種技術を使った、今まで以上に、より経済合理性のある渋滞

対策や改築が求められる。 
そのためには、渋滞発生確率概念の導入が効果的であると考えられる。しかし、既存研

究では、渋滞発生確率の算出法が示されただけであり、車両一台ごとの交通現象から生じ
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ると考えられる渋滞発生現象と渋滞発生確率との関係については触れられていない。また、

渋滞発生確率曲線は、交通運用や渋滞発生特性の把握に有用と考えられるが、ボトルネッ

クごとに算出が行われているのみであり、その特性分析は行われていない。さらに、渋滞

発生確率の計画、設計への適用については、全く言及されていない。 
そこで、既存研究で提案された渋滞発生確率という概念の導入により、より合理的な渋滞

対策、新たな交通管理や交通需要管理、計画・設計が可能になり、上記の新たな課題の解

決につながると考え、本研究では、渋滞発生確率概念の明確化や実用化の提案を行うもの

である。 
 
序．３．本研究の構成 
第 1章 
「高速道路の交通容量に関する調査検討（平成７年度～平成１０年度 日本道路公団）」

の関係する項目のレビューを行う。それらは、渋滞発生時交通量の算出法と要因分析、渋

滞発生確率曲線や渋滞発生確率による可能交通容量の算出法、大交通量を通過させている

区間の交通量分析である。 
第２章 
第３、４章で、渋滞発生確率や渋滞発生確率曲線の影響要因を分析するが、それに先立

ち、第２章では渋滞発生確率の影響要因についての考察を行い、影響要因分析手法の検討

を行う。影響要因分析手法の検討とは、車両感知器のシステムデータ（５分間集計値）や

パルスデータによる、渋滞を発生させる交通の検知可能性についてである。 
第３章 
第２章の結果に基づき、渋滞発生時交通量の集計時間である 15 分間内の交通量分布、
視環境（昼夜など）などの交通要因が渋滞発生確率に及ぼす影響を分析する。15 分間内
の交通量分布については、パルスデータから渋滞を発生させる交通を抽出し、その交通が

15分間に出現する確率から渋滞発生確率を算出する。 
第４章 
渋滞発生確率曲線の形状と車線数、サグ・トンネル、縦断線形などの道路構造要因との

関係を分析する。そして、渋滞発生特性を知る手法としての渋滞発生確率曲線の有用性を

検証する。 
第５章 
渋滞発生確率の計画・設計面への適用として、実測された渋滞発生確率 0.05 による可
能交通容量と基本交通容量から、計画・設計段階の可能交通容量の算出法や計画水準を提

案する。 
第６章 
前章までのまとめと今後の課題について示す。 
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４．研究結果 
（１）渋滞発生確率と渋滞発生現象との関係 

① 渋滞を発生させる交通とその検知 

パルスデータにより速度低下やその原因となる交通が検知できる。また、パルスデ

ータを集計した１分間データにより、渋滞を発生させる交通を検知できることを実証

した。しかし、5分間集計であるシステムデータでは必ずしも検知することはできな

い。この理由は、渋滞を発生させる交通の継続時間に比較し集計時間が長いことによ

る。 

② 渋滞を発生させる交通の出現による渋滞発生確率の算出 

パルスデータから、渋滞を発生させる交通として高密度な連続１分間交通量を抽出

した。そして、それ以上の交通量が 15 分間に出現する確率を算出した結果、渋滞発

生頻度から求めた渋滞発生確率に凡そ一致することを実証した。 

③ 渋滞を発生させる交通の出現と渋滞発生との関係 

同一15分間交通量でも、高密度な連続1分間交通量が出現した時には渋滞が発生し、

出現しないときには渋滞が発生しない。これは、同一 15 分間交通量でも渋滞発生す

る場合、発生しない場合があること、また同一ボトルネックでありながら渋滞発生時

交通量が分布することの理由である。 

④ 渋滞発生確率と交通要因 

渋滞発生確率は 15 分間内の交通量分布、平休日や昼夜の視環境に影響を受ける。 

⑤ 渋滞発生確率曲線の分析とその影響要因 

渋滞発生時交通量分布巾は、３車線より２車線が、トンネルよりサグが広い。その

理由は、密度の違いやサグの視認性の違いによる。 

渋滞発生確率曲線の形状は、ボトルネックの車線数、サグ・トンネル、縦断線形、

平休日に影響されることが認められ、その理由を考察した。特に、トンネルではトン

ネル内縦断勾配の影響が大きいことが判明した。 

これらの分析を通して、渋滞発生確率曲線がボトルネックの渋滞発生特性を示す指

標として有用であることを明らかにした。 

（２）計画・設計段階の可能交通容量 

渋滞発生確率に基づく可能交通容量や計画水準による、交通容量算出法を提案した。可能

交通容量は、車線数ごとに、基本交通容量から大型車混入率とボトルネック係数により算

出する。またＨＣＭの容量値との比較を行った結果凡そ一致した。 

 

 4


